
１．各会計の補正予算額

会　　計　　名 既　定　額 補　正　額 計

一 般 会 計 31,300,000 870,652 32,170,652  別紙のとおり

小 田 川 財 産 区
特 別 会 計

1,638 1,638

大 屋 財 産 区
特 別 会 計

398 398

樋 ヶ 沢 財 産 区
特 別 会 計

460 460

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

5,562,567 5,562,567

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

756,547 756,547

介 護 保 険 特 別 会 計 6,005,431 6,005,431

地 方 卸 売 市 場
特 別 会 計

11,863 11,863

水 道 事 業 会 計 2,363,997 2,363,997

工業用水道事業会計 100,801 100,801

下 水 道 事 業 会 計 4,023,786 4,023,786

合　　　　　　　計 50,127,488 870,652 50,998,140

令和６年度６月補正予算の概要

（単位　：　千円）

備　　　　　　考



（ 単位 ： 千円 ）

金　　額

<総務費>

512,937

<民生費>

231,263

<土木費>

88,000

　その他 38,452 (1)

(2)

２．一般会計　補正予算（第１号）の主な内容

事　　業　　名 事　　　業　　　の　　　概　　　要

物価高騰重点支援給付金事
業（R5国予備費分）
【社会福祉課】

5,914

定額減税補足給付金（調整給
付）事業
【税務課】

　 所得税及び住民税の定額減税措置において、納税額が定
額減税額に満たない場合に補足給付金を支給する。
　
　・対象者数　11,600人
　・給付金　481,800千円
  ・支給額
　　下記①と②の合算額を1万円単位に切り上げた額
　　　①所得税分定額減税額－令和6年分推計所得税額
　　　②住民税所得割分定額減税額－令和6年度分住民税
　　　　所得割額
　・事務費　31,137千円
　
　・財源(国：10/10)
　　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　物価高騰の負担感が大きい低所得世帯を支援するため、新
たに住民税非課税または住民税均等割のみ課税となる世帯に
10万円、その世帯の子ども一人につき5万円を支給する。

　・対象者数
　　①新たに住民税非課税となる世帯　1,275世帯
　　②新たに住民税均等割のみ課税となる世帯　750世帯
　　③①、②の世帯へのこども加算　460人
　・給付金　225,500千円
　・事務費　5,763千円
　
　・財源(国：10/10)
　　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

道路改良事業（市道大谷地長
坂線）
【道路河川課】

　国の防衛基盤強化の方針を受けて企業が生産工場を増設す
ることに伴い、企業の費用負担で、物流道路などとして利用され
る市道大谷地長坂線の拡幅を行う。

　・財源（10/10）
　　　道路改良事業費負担金

児童手当支給事業【こども支援課】 14,220

農業振興対策事業【農政課】



(3)

(4)

(5)

(6) その他 （システム改修等）

870,652

※補正額の財源内訳（ 千円 ）

　　分担金及び負担金 88,000

　　国庫支出金 759,682

　　県支出金 4,693

　　寄附金 12,999

　　繰入金 5,066 　(財政調整基金)

　　その他 212 　(諸収入12、市債200)

計 870,652

給食センター一般管理費【健康給食推進室】 3,927

5,000学校図書館利活用推進事業【学校教育課】

合　　　計

1,391

図書館一般管理費【図書館】 8,000


